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【目的】

NPO法人日本むし歯予防フッ素推進会議は，1970年から施
設でのフッ化物（F）洗口実施状況を調査し，齲蝕予防のため
にF洗口を啓発普及している．直近の調査は，一般社団法人
日本学校歯科医会，財団法人8020推進財団， WHO口腔保健
協力センターと四団体で共同調査したので，2014年の状況を
報告する．

【対象および方法】

F洗口実態調査は，47都道府県と93保健所設置市に対し，
2014年3月現在の施設別集団F洗口実施状況を郵送法にて依
頼し，Eメール，FAXまたは郵送にて調査票を回収した．調査項
目は，施設別（保育所，幼稚園，小学校，中学校，特別支援学
校等）の実施施設数，実施人数，実施市町村数，F洗口方法等
であった．



【結果および考察】

全国53％にあたる915市町村(佐賀・熊本・愛媛は県下全市
町村で実施)で，10,287施設の1,044,254人が集団応用F洗口を
実施していた（表１，図１）．実施人数10万人を超えた府県は愛
知13.2万，新潟10.5万，京都10.1万であった（表１） ．

2012年調査と比べ，実施市町村数，実施施設数，実施人数
はすべて1.2倍に増加した(実施人数0.5万人以上増加の道県：
北海道5.4万，宮崎1.9万，新潟1.2万，埼玉・愛知・秋田1.0万，
熊本0.8万，長崎0.7万)．

また，現在41道府県施行の“歯科・口腔保健の推進に関する
条例”に，F応用またはF洗口の条文記載がある30道府県の増
加実施人数は，その増加総数の92％を占めた（図２，３） ．
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表１ 都道府県別における集団応用でのフッ化物洗口実施施設数、
実施人数ならびに実施市町村数 （2014年3月現在：速報値）
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図１ 集団応用でのフッ化物洗口実施施設数と実施人数の推移
（1983年‐2014年 調査）
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推進条例施行
フッ化物応用の条文

(30／41 道府県＝73.2％）
作図 八木 稔（新大）：一部改変 （文責 木本一成）

※ フッ化物洗口
の条文は

12道府県
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● 歯科口腔保健の推進体制の整備 具体的指標④の目標値：

「歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している都道府県の増加」

「平成34年度までに36都道府県」を
既に達成 !!

2014年 10月23日現在、
全国1道１府39県で歯科・
口腔保健推進条例施行

素案県議会上程前 （条文策定中，年度内制定予定）

※

※

＊新潟県条例 (2008年) を一部改正：
歯科口腔保健の推進に関する法律 や
スポーツ基本法 等 に関わる基盤整備
および基本的施策の推進、 児童なら
びに 高齢者虐待に対する関係者の資
質向上に関することを組み込んだ。

新 潟 県歯科 保健
推 進 条例の 一部
を 改 正 す る 条 例
（2012年9/28全会一致で

可決：同年10/12施行）＊

図２ 歯科・口腔保健の推進条例を施行した 41道府県
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図３ 都道府県歯科・口腔保健の推進条例におけるフッ化物応用
推進体制に起因したフッ化物洗口実施施設数、 実施人数の
増加数 (2012年確定値 ⇒ 2014年速報値 ）が占める割合

条例にF応用記載の
30道府県での合計：

82.5 %

条例にF応用記載の
30道府県での合計：

計 91.6 %
2014年調査 ： NPO法人日本むし歯予防

フッ素推進会議 ・ WHO口腔保健協力セ
ンター ・ 財団法人8020推進財団 ・ 社団
法人日本学校歯科医会 共同調査
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